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ま え が き

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、2020 年 4 月には全国に緊急事態宣言が発令さ

れるなど、企業を取り巻く環境が大きく変化している。感染拡大防止を図りながら企業活動

を進める中で、上記緊急事態宣言期間中にはテレワークが急速に拡がった。

労働政策研究・研修機構では 2020 年 3 月、新型コロナウイルス感染症拡大が雇用・労働

面に及ぼす影響に関する実態把握をし、「ウィズコロナ・ポストコロナの働き方」について検

討するため、組織横断的なプロジェクトチームを緊急に立ち上げ、調査研究、情報収集等を

行っているが、本ヒアリング調査もその一環として実施したものである。

2020 年 4 月の緊急事態宣言により急速に拡大したテレワークは、実際に企業ではどのよ

うに実施されていたのか、緊急事態宣言解除後はどうなっているのか、またそうした一連の

取組・経験を通じて企業はテレワークのメリットや課題をどうとらえ、今後どうしようと考

えているのか、さらにテレワークに限らず、今後の働き方についてどのように展望している

のか、大手企業・労働組合に協力を依頼し、協力を承諾いただいた 14 の企業・労働組合に、

ヒアリング調査を行った。

大変お忙しい中ご協力いただいた 14 企業・労働組合の皆様方には、この場を借りてお礼

申し上げる。

このコロナ禍において、本資料シリーズが、テレワークをはじめ今後のウィズコロナ・

ポストコロナの働き方を考える際の参考になれば幸いである。
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独立行政法人 労働政策研究･研修機構
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なお本ヒアリング調査は、上記 2 名のほか労働政策研究・研修機構リサーチフェ

ローの荻野登も含めた計 3 名で実施した。
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